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【研究ノート】

知識経済の発展にみる持続可能な「都市・地域」へのシ
ナリオ

――デンマークの創造的「都市・地域」の事例から

 埼玉大学大学院経済科学研究科博士後期課程　
 加藤　壮一郎

１．本稿の目的と問題意識

　第 2次大戦後の福祉国家形成において、完全雇用を目標としたケインズ主

義的な経済政策が行われていた時代は、国家による国際的な資本移動の規制が

容認されていた時代でもあった。しかし、1980年代以降の経済のグローバル

化は、企業の国際的な資本移動を伴う競争を余儀ないものとして、企業の利害

と、あくまでも国境内にとどまり、国内の経済状況に左右される労働者の利害

を大きく分断した。資本が国境を越えてグローバルに展開しているのに対して、

制度は国民国家の枠組みのままであることから生じるずれから、国内における

社会保障などの再分配政策はグローバル経済に対応できないまま後退してきた。

1990年代以降、世界各国の経済の自由化、国際化は、90年代半ばからはじまっ

た ICT化とも相乗して加速している。経済のグローバル化は、単純労働が大

量に必要とされる工程では、BRICsに代表される新興国や発展途上国が、そ

の賃金の安さから価格競争において有利な条件を整え、多くの生産拠点が作ら

れ経済成長が著しい。企画開発や高度技術が必要とされる、知的労働が集約的

に必要な工程では生産拠点は先進国が担っているが、結果、労働者には高い技

能や知的能力が求められ、雇用環境は厳しさを増している。グローバル経済下

の先進国における構造的失業の拡大は、格差問題や社会的排除といった社会的

リスクを伴い大きな社会不安を引き起こしている。
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　こうした事態に対応して、ヨーロッパの国家を超えた地域共同体の構築過程

にある EU加盟国首脳は、2000年 3月、経済政策と社会政策の 2つの柱を兼

ね備えた ｢リスボン戦略 ｣を採択した。当時ヨーロッパ経済が、特に知識経済

分野において、ITを筆頭としたアメリカ経済に凌駕されようとしていた危機

感の中、ヨーロッパ全域で競争力を高め、雇用を創出しそれを通した社会統合

を進めることを意図したものといえる。リスボン戦略では、EUを「より良い

仕事をより多く創出し、社会統合をより強化した上で、持続的な経済成長を

達成しうる、世界中で最もダイナミックで競争力のある知識経済」（“the most 

competitive and dynamic knowledge-based economy in the world, capable of 

sustainable economic growth with more and better jobs and greater social 

cohesion”）地域に発展させる、という目標を定めた（European Council 

2000）。ここでは、経済成長による市民生活の向上といったやや新自由主義的

な思潮に傾きながらも、アメリカ的なソーシャル・ダンピングによる競争強化

ではなく、高い技術力を必要とする専門職をより多く生み出し、付加価値のあ

る製品を生み出すことによる生産性の向上を目指す知識経済の推進がその主眼

となっている。失業は、市民を社会から隔離し貧困へと追いやる、との基本認

識に立って、知識経済への移行をエンジンとして完全雇用を実現し、社会統合

を目指すこのシナリオは、若年労働者、高齢者、女性など労働市場に参入して

いない層の雇用率を高めること、またヨーロッパにおける地域間格差や貧困問

題に対して、知識経済基盤を整備し、経済を活性化し、雇用率を改善しようと

いう考え方が背景となっている。新自由主義的な発想に立てば、経済成長と社

会的公正がトレードオフの関係にあると考えられがちだが、ここでは、知識

経済の発展とのパッケージによってこの問題を同時に解決しよう、という立場

といえるだろう。グローバル経済下の先進諸国における持続可能な経済、社会

のシナリオを考えたとき、国際競争に負けない、革新的なアイデア、企画開発、

高度な技術を必要とする知識集約型産業、または、その国内（地域）固有の付

加価値を伴った産業の創出といった方向性が求められていることをリスボン戦
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略は、（その是非はともかく）意識したものといえるだろう。同時に、これま

での国民国家の枠組みにおいて規定されていた都市や地域といった空間単位が、

グローバライゼーションに伴う新たな経済環境の再編と重なり、その枠組みに

収まりつかない「都市・地域」が出現しつつあり（Scott 2004）、知識経済発

展のプラットホームとしてもますます存在感を増している。

　本稿では、このような文脈から、持続可能な社会、経済のシナリオへの含意

として、知識経済への移行にフォーカスして、知識経済の発展とそれと連動し

た「都市・地域」の動向の理論的な枠組みを整理し、事例として、デンマーク

の知識経済と「都市・地域」の動向について報告をする。北欧の福祉国家デンマー

クは 1970年代のオイル・ショック以降 1990年代初頭まで、なかでも、1993

年には、史上最悪といわれる 12％を上回る失業率を記録する経済危機を経験

した。しかし、1994年から（2008年の金融危機までの間）、奇跡的な経済回

復を見せ、2000年代に入ると失業率も３％前後を推移し、しかも社会経済的

な不平等や貧困を助長することなく、むしろ縮小する傾向すら見せながら「デ

ンマークの奇跡」と呼ばれる成長を果たした。こうした成功要因の一つとして、

積極的な研究開発活動やイノベーション活動（岩淵 2005）や、EUが知識経

済への移行においてそのモデルを一定の評価をしている雇用政策におけるフレ

クスキュリティの導入（Madsen 2002）など、知識経済への移行をいち早く

進める政策が上げられている。知識経済の発展において、これまで首都である

コペンハーゲンに集中していたが、地方の「都市・地域」にも、多様なかたち

でそのプラットホームが形成されつつある。ここでは、コペンハーゲンと国境

をまたいで、スウェーデンのスコーネ地方と共通の知識経済の基盤を形成して、

労働市場を形成している「エレスンド・リージョン」とあわせて、デンマーク

国内においては成長が遅れているフュン島（南デンマーク地域）の２つの対照

的な都市の動向に注目したい。
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２．知識経済を牽引する「都市・地域」に関する論考

２-１　知識経済がもたらす「都市・地域」の変質

　1970年代以降、経済成長がある一定程度実現した先進諸国において、人々

の価値観がより多様化し、物質的なものから非物質的なものへの移行がみられ

た。物的な志向においても、機能性はもとより、そのデザイン性、コンセプト、

思想性まで問われるようになり、さらに非物質的な充足感として、「自己実現」

への希求が前面に現れる。生活における安心感や快適性、環境、文化、芸術へ

のアクセス、歴史性、地域アイデンティティ、良好なコミュニティへの志向が

強まっている、と考えられる。

　従来の製造業中心の産業構造においては、その生産活動は、確実性を伴って、

計画的かつ大規模な展開が可能であり、こうした環境においては企業の相互関

係に関わりなく、比較的自由な立地が可能であった。しかし、現代の消費者が

求める「非物質的価値」は、経済的価値のみならず、文化的価値、社会的価値

などを作り出すことを要請するものであり、それにこたえることには、不確実

性が伴い、製造業のように計画された生産活動は困難とある。こうした環境に

おいては、高次元の多種多様な情報、知識が資源となるため、生産者同士の緊

密なネットワークを形成することで競争力を高めることが必要となる。生産者

が集合化した空間においてコミュニケーションをはかることによって、そのコ

ストを低減するだけでなく、さらなる生産システムの創造性や革新性をも高め

ることができるのである（Scott 2004）。これらの価値を生み出すために必要

なのは、「創造性」である。この「創造性」を涵養するために必要な労働のあ

り方は、労働時間の長短よりは、コミュニケーションや、お互いの「創発」を

刺激しあえるネットワークなどによる協働的な相互作用が重要になってきて

いる。知識やアイデアは、個別の知的生産者に還元できるものでなく、外部的

な関係性が、その源泉として極めて重要になることから、生産の場のみなら

ず、生産者の生活の場における活動や外部関係とも大きく関係してくるといえ
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る（諸富 2002）。これまで市場の領域において自立していたと思える生産活動

が、社会領域との関係性も問わなければいけないようになった、といえるだろう。

　こうした知識集約型の経済構造への変質は、グローバライゼーションに伴う

新たな経済環境の再編と重なり、国民国家の枠組みには収まりつかない「都市・

地域」の出現を促しつつある。国民国家の枠に留まらない都市経済の自律性を

最初に指摘したのは、ジェイコブスであるが（Jacobs 1969）、経済地理学者の

ゴットマンが呼称した「メガロポリス」は 60年代、アメリカの西海岸や日本

の東京―大阪間においてすでに形成され、地域的な経済単位として現れていた

（Gottman1961）。80年代以降、アングロ・サクソン諸国から新自由主義経済

が世界を席巻する状況のなか、金融セクターが膨張した都市がヘゲモニーをも

つ「世界都市」が現れ、ニューヨーク、ロンドン、東京といった都市が、世界

経済を握るセンター都市として語られた（加茂 2005）。さらに大前研一は、政

治的な境界に関わりなく、自然な経済単位をもった「地域国家」をもつ世界を

「ボーダーレス・ワールド」と名づけ話題となったが（Ohmae 1995）、これは、

新自由主義経済下におけるグローバル経済の拡大に伴う空間単位の認識を露骨

に表出したものともいえる。経済地理学者のスコットは、こうした動向を、ベ

ルリンの壁崩壊以後のヨーロッパの流れも観察した上で、①ＥＵのような地域

ブロック化、②衰退する主権国家、③グローバルなモザイク化をもたらす「都市・

地域」、の 3つのシナリオに集約している（Scott 2004）。こうした認識の背景

には、90年代以降、特にヨーロッパにおいて、超国家的機構であるＥＵが出

現し、国家を中抜きに「都市・地域」が EUと結びつくダイナミズムが生まれ、

自治、活動を強化してきたこともあろう（岡部 2007）。

　欧米では、脱工業化で衰退した都市に、芸術、文化のエネルギーを吹き込み、

創造的人材や産業を呼び込むことで富や雇用を創出していこう、という「創造

都市」の考え方が政策的に実践されている。開発途上国もこの動きに注目して

いて、都市部に創造的人材を呼びこみ、産業を構築しようという政策的課題は、

アジアの主要な大都市のアジェンダとなっている。
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　時代の変遷によって、「都市・地域」の認識の枠組み、アジェンダは変化し

てきたが、忘れてはならないのは、南側の発展途上国における経済的成長に伴

う都市人口の爆発的増加、大都市の出現であろう。2007年には、世界人口の

半分以上が都市人口になったといわれている中で（UNFPA 2007）、グローバ

ル社会における都市間競争、地域間競争がますます激化、その域内においては、

社会的排除や空間格差をますます深化させている過程にある。このことから、

これまで、主に北側の先進諸国の都市モデルを想定して認識されてきた枠組み

では、グローバルな経済下における「都市・地域」形成のダイナミズムに全面

的に対応できない状況が予想される。

２-２　フロリダ理論の再検討

　R．フロリダが提起したクリエイティブ・クラス論は、知識経済と「都市・

地域」の関係について、最も世界的に大きな影響を及ぼしている議論の１つで

あることは間違いないだろう（Florida 2002）。彼は、主にアメリカをケース

に、ハイテク指数やゲイ指数などを指標として、都市や地域における人間へ

の「寛容性」とそこに住む人間の「創造性」の相関関係について正の相関を実

証した。そこから、芸術家やデザイナー、科学者、コンピューターなどに関わ

る専門職を知識経済の牽引を担う「超創造的核」として位置づけ、ファイナン

ス、マネジメント、ビジネス、法律、医師、セールスなどを「創造的専門職」

として、それらを総称して「クリエイティブ・クラス」と位置づけた。こうし

た人材を集めるためには、いわゆる３T戦略と呼ばれる、才能（talent）、技

術（technology）、寛容（tolerance）を条件として、人的資本や投資の「自由」

さと「寛容」な社会環境の重視という都市・地域政策上の含意を示唆している。

現在、「創造都市」は世界の都市戦略の主要なリストとなっているが、彼の理

論の影響は大きいといえるだろう。

　アメリカの政治学者マッカンは、フロリダがその分析において賞賛する都市

オースティンを例示し、社会的不平等が拡大して、地域内格差が広がったこと
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を指摘して、フロリダの理論が、新自由主義的な思想と親和的であることに危

惧感を呈している（Mccan 2007）。こうした批判は、フロリダが新自由主義的

な傾向を是認する、とする論者から多く出されている。フロリダ自身は、所得

格差や階層分化に対して懸念を示していて、イノベーションを担う創造的な人

材が、魅力ある地域に集中することは、その成長が更なる世界的な不均衡をも

たらす経済的、社会的な「危険な兆候」である、としている。これらの不均衡

を、有名な「文明の衝突」の構図としてではなく、「経済的な断絶」として捉

えており、現代における最も重要な政治的課題は、不均衡を少しでも埋めるこ

とであるとの問題意識を有している（Florida 2008）。筆者は、フロリダ理論

の新自由主義的な経済思想とのイデオロギー的な親和性を現象面から検証する

よりも、彼の理論における「創造性」に対する捉え方から検討していくほうが、

現代の知識経済を理解し、より建設的な政策的含意をもたらす上で重要である

と考える。

　彼の議論は、都市の「創造性」の源泉が、高技能をもつ創造的労働者（人的

資本）を集めることにフォーカスされすぎていて、そのことだけが、都市間・

地域間競争に負けないための都市や地域の条件であるということを提示するに

留まっている。その都市、地域にもともと有する歴史的文脈、人材、既存企業、

コミュニティ、NPOなども含めた、それぞれ特有の特徴を持った都市の固有

資源に対する配慮や、政府の介入の質を問う分析スタイルが非常に微弱である。

マッカンが指摘したように、クリエイティブ・クラスが集住する都市において、

ジェントリフィケーションによって引き起こされるような社会階層による空間

的なすみわけ、セグリゲーション等についての処方箋も明瞭には示されていな

い。フロリダは、パットナムの唱えた社会関係資本のような「固い」紐帯を過

去のものとして批判し、むしろ「弱い」結束を唱えている。彼は明らかに、変

化する経済、社会動向において、創造的労働者の「創造性」を向上させるため

に、個人の流動性を前提とした「自由」に重点を置いている。彼のいうコミュ

ニティの「寛容」の枠組みも、そうした「自由」を担保することを目指すもの
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といえる。しかし、そもそも所得格差のみならず文化的格差などによって固定

されつつある貧困層が社会から疎外され、貧困層が集住する地区から出られな

い状況は、彼の理論的枠組みからは汲み取ることができない。

　また、「クリエイティブ・クラス」の定義が広範である点について、特に業務、

マネジメント、金融サービスなどの「創造的専門職」が組みこまれていることは、

慎重な検討を要する問題といえる。イノベーションを牽引する科学者や、文化

的価値の発信者である芸術家などの「超創造的核」がもたらす都市への影響と

は、明らかに性格を異にすると考えられるからである。アメリカの都市社会学

者ズーキンは、ニューヨークの創造地区の観察において、荒廃した地区が芸術

家などの文化的価値などの創出によって活性化しつつも、このことによって形

成されたキャラクターがシグナルとなり、ジェントリフィケーションが進行し、

公共政策の介入がないことが重なることで、都市の創造性の源泉、文化的価

値の供給地としては終焉をむかえるという現象を考察している（Zukin 2010）。

その終焉をもたらす推進役が、フロリダがカテゴライズした「創造的専門職」

の層において起こされていることは明瞭であり、「クリエイティブ・クラス」

の概括で、都市に対して対極的な影響を及ぼす人々を一括りにとらえていいの

だろうか、という問題が存在する。これは言い換えれば、彼の「クリエイティ

ブ・クラス」の定義において、創造的価値の「生産」とそれらを「消費」する

階層が混在している、という根本的問題のみならず、創造的価値の「消費」側

にも全面的な「自由」を認めることで、「生産」側の創造的環境が駆逐されて

いく危険性を考慮していない。新自由主義的な経済思想に親和的な論者が彼の

議論を絶賛する理由もこのあたりに隠されているのかもしれない。

　ここまで、フロリダの「創造性」に対する捉え方と、「クリエイティブ・クラス」

の分類に関して批判をしてきた。とはいえ、彼が問題提起した人間の労働にか

かわる「創造性」の議論は、グローバル経済、知識経済が進行している状況で

は、看過することはできない問題となってくるだろう。彼の議論を建設的に批

判するためにも、社会的弱者に向けられた、社会参加や文化的なアクセスの保
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障などのエンパワーメントや社会的包摂なども意識していかなければいけない

だろう。80年代、脱工業化が進み荒廃したヨーロッパ都市の都市再生プロジェ

クトに多く関わってきたランドリーは、そこに住む人間や地域資源を活用して、

その「創造性」を引き出していくというスタンスで「創造都市」を議論してい

る点でフロリダとは対照的である（Landry 2003）。特にドイツのエムシャー

パークの事例に見られるように、ルール工業地帯における負の遺産である環境

汚染を除去しながら、近代工業の遺産として、プラスの効果に変えたことなど

は特筆に価する。他にヘルシンキやロッテルダムの事例など地域資源の評価方

法は多様であるが、都市に芸術・文化を吹き込むことにより、マルティメディ

アや映像・音楽などの文化産業や創造的なクラスターの創出などが都市再生に

つながっている。ここで貫徹されている視点は、そこに住む都市住民が最大の

地域資源であり、その人々をいかに社会参加して、その創造性を引き出してい

くか、という点にある。こうした刺激が、都市住民に対して、問題解決に向け

た創造的アイデアを誘発して、更なる文化―活動―組織―経済への正のスパイ

ラルをもたらす、と指摘している。また、持続可能な都市を実現するための「文

化力」を重視していて、文化的伝統がグローバリゼーションの中でもアイデン

ティティをもたらし、未来への洞察をもたらす効果を述べている。こうした見

地から、彼は、創造都市の条件として、芸術・文化のエネルギーにあふれて市

民が十分に享受していることや、芸術文化の創造性を生かした産業が新たな雇

用と富を生み出していること、市民の自治意識の強さ、世界的な貧富の格差拡

大などグローバル化の負の遺産解消のための人類普遍の価値行動があることを

挙げている。

　ランドリーの議論は、アメリカを背景に人的資本の流動性を前提とするフロ

リダの分析とは対照的であるが、ヨーロッパの流動的な人的資本の象徴ともい

える移民の受容という文脈において、ランドリーとも共著を出しているウッド

の議論も興味深いので補完したい（Wood and Landry 2007）。彼は、ヨーロッ

パがそれぞれの文化集団が尊重されつつも社会統合から遊離しつつある多文化
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主義の限界を唱え、そこから脱却して、移民の社会的排除に対する処方箋とし

て、移民の市民的権利の保障、言語訓練充実のための制度改革、文化的起業の

促進などのエンパワーメントの必要性を主張している。大多数の移民の生活の

場である「都市」における社会包摂を主眼とした、「インターカルチャラル・

シティ（Intercultural city）」を形成することで都市に寛容と活力をもたらす、

という主張は、ランドリーの地域資源は住民であるという主張と呼応する。多

文化主義に関わるさまざまな議論については本稿の目的ではないのでふれない

が、社会的疎外を受けやすい社会的弱者が背負うリスクに対してどう対処して

いくか、という課題もヨーロッパだけでなく、グローバルな人間の移動がある

現代世界全体の視野でふれていかなければいけない議論といえるだろう。

　ランドリー、ウッドの議論は、フロリダが主張するような人的資本の流動性

を保障する「寛容」ではなく、都市住民の「創造性」の開発や、社会的ネット

ワークへの包摂などを保障する「寛容」であり、そこに住む都市住民に対する

市民的権利、市民間の紐帯、社会参加、教育や福祉、文化的享受などのエンパ

ワーメントへの視点、雇用環境への配慮など生活の質を向上させる空間的条件

を保障する、という政策的含意を引き出すものといえるだろう。

２-３ 　都市規模と創造的労働者の分布、及び福祉レジームとの関係性につい

て

　フロリダの理論とそれらに対抗するアプローチについて主要な議論を検討し

たが、知識経済への移行と「都市・地域」の関係性について考察するうえで、

知識労働に関わる人的資本が都市においてどのように分布しているか、という

点について興味深い報告があるので紹介したい。

　デンマークの経済学者アンダーセンとローレンツェンが、フロリダの理論に

依拠して、EU加盟国における諸都市におけるクリエイティブ・クラスの分布

について調査報告をしている（Andersen and Lorenzen 2007）。ここでは、ヨー

ロッパの都市において、人口 7.5万人～ 80万人の都市規模において、クリエ
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イティブ・クラスが集住している傾向にある、ということがまとめられてい

る。ここでの集住とは、絶対数ではなく、その都市の人口規模に対する人口比

率を指す。集住密度が低くなる原因として、人口 7.5万人以下の都市に関して

は、創造的環境の質が低く（文化的環境、創作空間、ナイトライフなどの不足）

創造的ネットワークも作りにくいという原因があげられている。また、80万

人以上の都市においては、交通混雑などによる移動のコストや環境の悪さに起

因するストレスがあげられている。適度な創造的刺激を求めながらも生活の質

の高さも求める創造的労働者の傾向を読み取ることができる。ただし、仕事の

供給源に関しては、住んでいる都市と対応している、というよりは、緊密な交

通機関や ITなどの情報基盤の進展によって、ロンドン、パリ、ラインルール、

ランドスタットといったそれぞれの地域の中核都市が担っているであろうこと

はこの報告でもふれられている。とはいえ、このような新しい知識労働の舞台

としての都市が、生活の質や環境の良さがその集住条件となり、必ずしも大都

市ではないという点は、知識経済への移行を伴った、持続可能な「都市・地域」

のシナリオを考える上でも示唆を示すものではなかろうか。

　また、知識労働ではないが、人的産業におけるサービス労働の側面から、人

的産業（主に医療や保育などの社会サービス業など）の発展過程と福祉国家

形成に着目して、都市規模が規定される、というレフトの議論も紹介したい

（Lehto 2000）。レフトは、福祉国家建設よりも工業化が早かったイギリスや、

ヨーロッパ大陸諸国は、もともと地域間格差が大きく、脱工業化の過程で、古

い工業地帯、労働者地区の荒廃を生んでいる。他方、工業化と福祉国家建設が

同時に進んだ北欧諸国は、労働者中心の生産構造から、公務員、女性中心のサー

ビス志向の都市社会へ漸進的に進み、地域間格差が少ない、と指摘している。

これはエスピン・アンデルセンなどの福祉レジーム論とも重なってくる議論と

なっているが、アメリカを筆頭として、東アジア、ラテンアメリカなど、農業

社会から急速に工業化とサービス経済に移行した諸国においては、福祉国家が

進まないまま大都市型社会が出現している、としている。これらを表 1に整理
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した。

　彼が福祉国家形成過程における人的産業（サービス業など）の成長度と都市

成長の関係に着目した点は非常にユニークであり、特に早くから女性が労働市

場に参入して社会サービスを発達させてきたことにより、漸進的な人口動向を

示してきた北欧の都市と人的産業の関係に対する指摘は、説得力をもつもので

ある。また、これらの指摘は「都市・地域」と知識経済にかかわる政策的動向

と一定の対応関係が観察できる。人的産業の成長が福祉国家の形成とともに図

られたという北欧においては、公共政策によって、人的資本に関わる教育や訓

練が高いことは周知の事実であり、知識経済ともその適合性は高い、といわれ

ている（マイヤー 2005）。創造都市のアジェンダにおいても、都市規模が小さ

い分、都市全体でどう知識経済の基盤をつくりあげていくか、が焦点として取

り上げられている（デンマークについては後述）。大陸ヨーロッパやイギリス

においては、ランドリーの実践例でもあったように、脱工業化によって都市内

格差が大きくなって空洞化した地区、荒廃した地域において、アートや文化を

通して「創造性」を吹き込み、創造的産業を興していく、というのが主要な焦

点の一つであることは前述した。また、アメリカを含むアジア、ラテンアメリ

表 1　福祉国家形成と都市規模・成長・格差の関係

福祉類型 都市規模 地域間格差 都市内格差
人的産業（H）の成長と都
市（C）の成長の関係

北 欧 小 小 比較的小 （H）が（C）とともに成長

ヨ ー ロ ッ パ 小～中 中 大
工業化によって（C）が成
長し（H）は後からついて
くる

南北アメリカ・
アジア

大 大 大
農業社会から急速な工業
化による（C）の成長に（H）
が付随する

（出典）Lehto（2000）より筆者作成
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カの開発途上国が都市規模、地域間格差、都市内格差がいずれも大きい点につ

いては共通している。アメリカにおいては、歴史的に都市部に流入してきた移

民が、大都市化への誘引と考えられる。開発途上国では、農村部における貧困

に伴う人口増加と、工業化の過程で都市への人口流入が加速し、ますます富が

集積し都市が拡大していく、という構図は、第 2次大戦後、日本も経験して

きたことでもある。一方で、現在、これらの諸国は、グローバルな経済競争・

都市間競争に勝ち抜くためのエンジンとして知識経済に注目している。そして

大都市（NY、東京、上海など）の限られた地区に集中し、それらのプラットホー

ムが形成されるが、都市内における格差が大きくなっていることも共通して見

られる傾向といえよう。また、特に都市部と農村部との地域格差の大きさにつ

いても、中規模都市が分散するヨーロッパなどの都市構造に比べれば大きいこ

とも確かである。しかし、細かくみていけば、これらの国においてその発展過

程は異なっていて、大都市における成長の多様性に対して、レフトの議論の枠

組みで理解するには限界がある。特に、日本や韓国で既に始まっており、今後

アジア諸国においても予想される、少子高齢化に伴う急速な人口縮減社会とい

う未曾有の事態と都市の関係をどうとらえていけばいいのかは、今後の課題と

いえるだろう。

３．事例――デンマークにおける知識経済の発展

　これまで、知識経済の発展と「都市・地域」の関係についての全体像を検討

してきた。ここで事例として、デンマークにおける知識経済発展と、そのプラッ

トホームとしての「都市・地域」について考察したい。デンマークは北欧の福

祉国家として形成されてきた。脱工業化、知識経済への移行において、アンデ

ルセンの福祉レジームに沿って言えば、アングロ・サクソン型（アメリカ、カ

ナダなど）と社会民主主義型（北欧諸国）が、それぞれ高いパフォーマンスを

示している、との指摘がある（マイヤー 2005）。アングロ・サクソン型におい

ては、自由主義経済下における柔軟な雇用形態、労働編成、社会民主主義型に
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おいては、高水準の福祉、教育などにおける高い人的資本が、その理由として

上げられる。（一方、大陸ヨーロッパ型においては、職域と家族に依存する社

会保障が労働の硬直性と新しい社会的リスクへの対応を遅くしている。）デン

マークは、前述したように、社会的公正と経済成長を両立させているところで

あるが、デンマークと知識経済の関係性について論考することから、多くの政

策的含意が得られるのではないだろうか。まずデンマーク経済の概要について

概説する。

３-１　デンマーク経済の概要

　デンマークの国土面積は、約 4万 km2で、九州より一回り大きい程度の大

きさである。人口から見ると、約 550万人の小国で、日本でいうと都道府県

の規模に相当する。産業構造は、2005年時点で対 GNP比においては、第 1

次産業 1.8%、第 2次産業 24.6%、第 3次産業 73.5%となっている。とくに、

公的部門におけるサービスが、雇用数全体の 32%（2001年）を占めており、

その部門における大幅な労働生産性の向上が、近年の経済成長の一因として指

摘されている（本田 2005）。

　就業者数の半数以上は 50人以下の企業で構成されていて、500人以上の企

業は 12%、個人事業主は 8%（2005年）と中小企業中心に構成されている。

　1993年の労働市場改革からはじまるとされる経済成長は、2000年代に入る

とますます加速し、2002年～2006年の5年間におけるGDP名目伸び率は1.59

で、OECD諸国においては 2番目を記録している（日本は 1.11）。また、一人

当たりの GDPも 2006年時点で 50,791ドルであり、アメリカ合衆国を抜いて

OECD諸国中 2位である（OECD 2007）。

　一方で、こうした経済成長の中で、社会的公正とのトレードオフといった現

象が懸念されるが、デンマークにおいては、国内の経済格差は広がるばかりか、

80年代中期の水準から見るとむしろ縮小する傾向を見せている。所得配分の

不平等度を示すジニ係数においては、80年代（0.228）から 90年代（0.213）
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と減少して、2000年（0.225）に入り、0.225とやや上昇したものの、OECD

諸国においては、1位という水準を示している（OECD 2007）。デンマークは

EU諸国において、社会・政治参加率と主観的幸福度の両者の度合いが高いと

いわれている。また、EUで行われている世帯パネル調査（ECHP）によれば、

1998年時点で、デンマークの失業者の 8%（イギリス 27%、ドイツ 94％）の

みが貧困層と分類されている（Hansen 2000）。EU諸国における失業者の生

活満足度の調査においても、デンマークは、ここ 5年間に失業経験のない被雇

用者の満足度を 100とした指標において、80という最高値を上げていて、他

の EU諸国に大きく溝を開けている。長期失業者のような社会的に脆弱な存在

も社会的な関係を失うことなく、生活満足度も高いことは、注目に値するであ

ろう（アンダーセン 2005）。

３-２　デンマークの知識経済の概要

　第 3次産業の雇用数の 40%はファイナンス関係で、他はサービス産業で占

められていて、その 7割は公的部門が占めている。デンマークの経済ビジネ

ス省は 2003年に “The Culture and Experience Economy” という形で定義し

た経済領域における成長戦略を打ち出している。そこで定義された領域は、い

わゆる芸術、出版、デザイン、建築、ファッション、コンテンツ産業などの文

化領域に、スポーツ、観光も加えたものになっている。統計によれば、この分

野における経済パフォーマンスは、2001年で GDP比にして 5.3%、雇用数は

12%に達している。GNP比で比較すると、スウェーデンの 9％やアメリカの

7.8%からすると低いが、総雇用数に対する雇用比率は、スウェーデンの 10%

などと比較しても GNP比の数値に対して相対的に高い。スウェーデンでは非

サービス産業に対する研究助成、人的投資が重視されているが、デンマークで

は、サービス産業に対するそれが盛んなことが、その背景にあるのではないか

と推察される。
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３-３　デンマークの知識経済をめぐる公共政策群

　デンマークでは、90年代まで、知識経済に対する関心は薄かったといわれる。

前述した 90年代初頭に襲われた深刻な経済不況を経験し、1993年の社会民

主党への政権交代を機に急速に政策的介入が始まった。まず、科学技術政策の

分野において、研究省が1993年以降、研究開発予算を大幅に増額させ、イノベー

ションや知識に関わる人材育成に関わる機関・事業の充実、民間への助成を急

速に拡大させた（岩淵 2005）。また、産官学による知識プラットホームの推

進を積極的に進め、コペンハーゲン、ロスキレなどの都市で成果を収めている。

その後、経済成長が順調に進む中で、2001年右派政権への交代が行われたが、

この路線は引き継がれ、経済ビジネス省において、知識経済の拡大を盛り込ん

だ “The Danish Growth Strategy 2002” が起案された。また、2003年には

文化省との連携において、“The Danish Growth Strategy 2003, ～ Culture & 

Experience Economy” が出されたことは前述の通りである。

　また、知識経済の発展において、創造的能力や高い技能を向上する機会を与

えるなど人的資本を拡大させることが大きな要素となってくるが、デンマーク

では職業訓練制度なども含めた生涯学習制度の充実に着手している。とくに

1993年以降、雇用政策の分野において、労働省は、積極的労働市場政策を推

進、フレキシキュリティ（Flexicurity）を導入して成功を収めているといわ

れている。これは、雇用環境における柔軟性（fl exibility）と、労働者側の保

障（security）を合成した言葉で、雇用側の雇用体制を柔軟にする一方で、従

来の給付だけでなく労働者の権利や就労活動の保障を、労働者と雇用者の相互

の促進関係の中で進めようというものである（若森 2010）。雇用側に雇用解雇

の柔軟性が認められるかわりに、失業者に対する人権や活動が保障され、失業

1年目に積極的に求職活動を行う義務（ワークフェア）と、2年目からはじま

る、比較的制裁条件（失業給付支給の義務）が少ない、「アクティベーション」

と呼ばれる就労に向けての活性化プログラムに参加することによって、失業給

付を受給することができる。この間、失業者は手厚い社会保護のもと、3年間
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のアクティベーション・プログラムの充実した職業訓練を受けることでスキル

アップを図るという相乗効果が得られる。技術革新や情報社会の進捗化におい

て技術の陳腐化から労働者を活性化させる効果は、知識経済への移行という文

脈では、急速な構造変化に対応しうるシステムとして重要な側面といえるだろ

う。

　その訓練システムは多様であるが、通常教育における基本的な職業訓練プロ

グラムである EUDと呼ばれる職業訓練プログラムについてここでは簡単に概

説しよう。このプログラムは、基礎コースと基幹コースに分かれ、基礎コース

においては、さらに技術系と商業系に分かれる。技術系は、6つに大別され、「技

術・通信」や「建築・土木」「工芸・手工」などのコースにおいて、知識経済

に関わる職業訓練が奨励されている。職業訓練プログラムは教育省が担ってい

るが、高等教育機関における研究・イノベーションなどは研究省が分担するな

ど、それぞれの機関が広範にわたり、知識経済の発展のために関わっているこ

とが伺える。

　近年、EU諸国や積極的労働市場政策を進めている隣国スウェーデンなどに

おいても、財源の減少に伴って、職業訓練プログラムが減額されてきている。

しかし、デンマークにおいては、2006年の与野党による「福祉合意」において、

発展的訓練につなげることや、訓練の修了率を高めることなどを目的として、

多様なレベルの職業教育を創設して、予算の増額を決定している（菅沼 2009）。

　ただし、こうしたアクティベーションを中心とした積極的労働市場政策に

おいても問題が指摘されている。嶋内によれば、失業保険加入の失業者の約

60％が正規雇用に復帰できる調査報告などから失業保険加入者への効果には

積極的な効果がありながらも、定量研究において、地方自治体が管轄している

公的扶助請求者にはほとんど効果を発揮していないと整理している。また、ア

クティベーションの効果は、労働市場の需要によるところが大きく、地域によっ

て雇用そのものがなければ、雇用は実現されない。そもそも、雇用能力の拡大

が目的とされていて、「長期失業者や公的扶助受給者に対して、ほぼ無効であ
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ること」から「就労による社会的包摂の限界」があるとも指摘している（嶋内 

2008）。

４．デンマークの知識経済と「都市・地域」における展開

４-１　デンマークの地方制度と地域間格差

　人的資本を育成するという政策課題を、国家的な課題として取り上げてき

たデンマークであるが、知識経済の発展という文脈において、そのビジネス

機会などは、首都であるコペンハーゲンに集中していた、といわざるをえな

い。2007年の地方分権によって、これまで国が担ってきた福祉機能や社会サー

ビスは地方に委ねられることとなった。デンマークではかつて、13の County

（郡）、270の基礎自治体で構成されていたが、2007年に地方分権化を推進す

るため自治体改革が行われ、5つの Region（以下、地域と呼称）と 98の基礎

自治体に再構成された。この改革によって、公的サービス（医療、福祉、教育、

初等教育など）は、ほぼ基礎自治体に委ねられ、地域は、主に地域政策や環境

政策などの広域政策全般を担い、国は外交、安全保障、高等教育など国の意思

決定に関わる部門を統括する役割を担うこととなった。首都のあるコペンハー

ゲン首都地域には 2008年現在、約 160万人が住んでいる（OECD 2009）。

　OECDの報告によると、デンマークにおいては、個人間の格差は OECD諸

国中、極めて低水準にあるが、地域間格差は、やや大きくなっている（図 2）。

これは社会保障におけるナショナル・ミニマムは充実しているものの、地域間

格差という観点では、人口、資本などが主に首都地域に集積していることの現

れであろう。このようなことから、地域間格差を是正し、持続的発展のための

経済構造の転換とそのための物理的・制度的整備を盛り込んだ “The Danish 

Regional Growth Strategy 2003” を経済ビジネス省が策定した。前述のよう

に、この戦略の中でも、重点課題として知識経済への移行が掲げられている。

2007年の自治体改革に呼応するように、環境省が策定した国土・都市計画体

系においても、国土計画、地域計画、基礎自治体計画（その下に地区計画）と
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図 1　デンマークの 5つの地域区分

（出典）http://www.touristinformation.dk/

図 2 　デンマークにおける個人間格差と地域間格差の相関
について

（出典）OECD（2009）Territorial Reviews Copenhagen
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いった 3層構造となっているが、地域空間計画の層に、「地域開発ビジネス戦略」

を別枠で組み込むという形で、地域単位での開発が強調されている。

４-２　コペンハーゲン首都地域の人的資本

　デンマークの知識経済の中心地は、コペンハーゲン首都地域といえるだろう。

都市における人口、情報文化、教育機関などの集積によって、知識経済を担う

人的資本が集中していると考えられる。例えば、高等教育を修了した全国民の

半数以上がこの地域に居住していて、ハイテク産業分野の法人の 80％、調査

開発機関の 70％など、知識産業の分野においても集中しているといわれてい

る（OECD 2009）。

　３-３で上述してきた公共政策などを体現した形で、2003年の一連の成長戦

略に一貫してコペンハーゲン市、首都地域、国のそれぞれの次元でさまざまな

開発が進められている。市では、「ワンダフル・コペンハーゲン」というキャ

ンペーンを掲げ、都市観光の充実や、南部港湾地区における再開発事業などを

通して、ドック工場で荒廃した地区に、デザイン住宅などを整備し、創造的産

業や創造的労働者を呼びこもうとしている。国も、デンマークデザインセンター

を開設したり、DR（デンマーク国営放送）が、建築家の J. ヌーベル設計で大

コンサートホールを建設したりするなど、コペンハーゲンを舞台として、知識

経済のインフラ整備が進められている。とくに、本稿では、首都地域が国内の

知識産業の集積のみならず、国境をまたいで、スウェーデンのスコーネ地域と

の地域間協力を通して、さらに知識経済への移行を進めている事例に焦点を当

てる。

４-３「エレスンド・リージョン」の形成

　2000年、コペンハーゲン首都リージョンと、海峡によって隔てられたス

ウェーデン第 3の都市マルメ市を中心としたスコーネ地域（人口約 120万人）

とをつなぐ「エレスンド橋」が開通した。「エレスンド地域」と呼ばれるこの
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両地域は、両国の人口の 25％の人口規模をもつ、北欧最大の「都市・地域」

といえる（図 3）。エレスンド橋の開通によって、コペンハーゲンから、マル

メはもとより、バイテク・医薬・医療関係の医薬・健康産業、産業関連センター

の拠点でもある北欧最大の大学であるルンド大学が位置するルンドまで 1時

間以内でアクセスが可能となった。

　この地域は歴史的につながりが深い地域である。1658年のスウエーデン・

グスタフ 10世の戦いまで、この地域はデンマーク王国の中心地であったため、

共通の文化的、歴史的基盤を持っている。言語も分かれているが、おおよその

意味は通じる程度の違いである。歴史的に密接な関係をもつ 2つの地方にお

いては、早くから地域間協力のメリットが認識されてきた。

　もともと北欧諸国全体の地域統合は、1952年に結成された北欧理事会など

図 3　エレスンド・リージョン地域図

（出典）www.tendensoresund.org
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で盛んに論じられてきた。エレスンド地域の統合に関しては、1964年に、エ

レスンド協議会が設立され、1973年には地域統合のためのインフラ整備のた

めの協力協定が結ばれた。この協定の内容は、当時の経済不況のため実現し

なかったが、1991年になって、エレスンド橋建設が調印された。1992年に

は、エレスンド地域統合を現実的に進める機関として、エレスンド委員会が設

立された。構成員は、関係地域であるデンマーク 6県・2市、スウェーデンス

コーネ地域連合と 4市、13組織の代表・政治家 32名で構成されている。現

在、14名の事務局スタッフが、申請支援、広報やコンサルタント、事業計画

応募受付、計画策定援助、計画精査手直し、作業部会への申請・推薦などを行

う。産業・貿易、労働市場、教育、通信、インフラ、文化、環境、バルト海地

域、情報などの分野で事業展開してきた。90年代以降は、物理的インフラの

みならず、EUの Interreg（地域結束基金）プログラムに支えられながら、医

療・健康、IT、環境エネルギー、食料品の４分野でクラスター化を進め、知

識基盤型産業による「地域」形成がなされてきた。

　1996年には、EUの国境間地域の補助金プログラムである InterregⅡＡ

（1996～ 2001年）を受けるにあたって、1350万ユーロ（総事業費 2900万ユー

ロ）の資金が投入され、後述する「メディコン・バレー」の成功や教育・企

業支援などが EUによる InterregⅡＡの最終評価においても評価されている。

特に「メディコン・バレー」は、エルスンド・リージョンだけでなく、デンマーク、

スウェーデンの知識・創造経済を牽引する事業ともなって、産官学共同の知識

経済型プラットホームとして形成されてきた。現在、地域内に 20大学、13万

人の学生、10万人の研究者、雇用総数は 170万人と、両地域の雇用総数の約

37％を担うまで成長している（篠田 2007）。

４-４　メディコン・バレー

　1983年、スウェーデンのスコーネ地方にある、ルンド大学を中心として

170企業が参加しての「サイエンスパーク」構想が作られ、ベンチャー企業
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の孵卵機能としての拠点が形成されてきた。こうした流れを背景に、1992年、

スコーネ地方にあるルンド大学、コペンハーゲン大学が中心にシリコン・バレー

にちなんで「メディコン・バレー・アカデミー」を設立した。この組織は、科

学技術の製品化、技術移転、イノベーションのための条件整備、企業の技術開

発力を伸ばすための環境整備を目的として、ルンド大学やコペンハーゲン大学

を中心に設立され、大学、医療・保健機関、医薬・バイオ企業、パテント・コ

ンサルタント企業などの会員制組織、エレスンド委員会が参加した。

　InterregⅡＡ事業（1996～ 2001年）では、「メディコン・バレー」プロジェ

クトとして、医療・健康、ＩＴ、環境・エネルギー、食料品産業のそれぞれの

分野でのクラスター形成を促進した。結果、500以上のバイオ関係企業、200

以上の調査・研究企業の集積に成功して、スカンジナビア全体の医薬品産業の

シェアを 60%占め、10万人の雇用を生んだ。こうして、知識集約基盤として

の「産」「学」「政・官」の知識プラットホームが生まれ、国境を超えるステー

ク・ホルダー型の新たな経済ガバナンスに成功したといえるだろう。これらが

実現した背景には、大学や研究機関におけるコミュニティ、そのネットワーク

から「信頼」が醸成された上に、デンマーク・スウェーデンの両国における地

方分権化に伴う地域政策の推進がかみあったといえる。特に、スウェーデンに

おいて 1998年「地域成長協約」が制度化され、中央政府が、地方が独自に開

発と雇用の条件を作成・実施することを容認、権限委譲し、パイロット事業と

してエレスンド地方が位置づけられてきたことも大きいといえるだろう。エレ

スンド地方にだけでなく、財政的根拠としての地方税制改革も行われ、所得へ

の課税権（約 30%）や国の補助金の一般財源化、地方の財政格差を是正する

ための平衡税の導入なども抱き合わせて行われている。また、こうした動きに

よって両国における市民の能動的社会参加や社会的パートナーシップの促進が

されたことも大きい要素といえる。
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４-５　ビジョン「地域は生まれた」から、フェルマンベルト構想へ

　「メディコン・バレー」の成功をステップに、更にエレスンド委員会は、

2001～ 2008年の事業実施期間とした InterregⅢＡ事業において、Interreg

ⅡＡの倍額、3084万ユーロ（総事業費 6168万ユーロ）の資金援助を受ける

ことに成功した。あわせてデンマーク、スウェーデン両国が同額負担によるマッ

チング・ファンドも実現した。エレスンド委員会を中心機関として、「地域は

生まれた」というビジョンを掲げ、①規模の経済と範囲の経済の実現（伝統産

業の発展に考慮しつつ、成長産業への集中）②ヨーロッパ１の地域統合の実現

（文化的アイデンティティと連帯感の醸成）③持続可能な発展（環境地域の形成）

の 3つの目標のもと、本格的な地域統合事業が始まった。InterregⅢＡにお

ける事業の特徴は、それまでインフラ整備中心だった流れから、よりソフト面

に眼を向けたものとなっている。

　実施プログラムとして、優先事項 1として、「行政構造と組織構造の開発と

改善」があげられていて、エレスンド地域のためのバルト海戦略・医療技術力

開発と評価のためのエレスンド・センターの設立・エレスンド居住事業などが

あげられている。優先事項２として、「国境を越えた機能性と地域開発」があ

げられている。内容として、エレスンド・バイオガスフォーラム事業、エレス

ンド・デザイン事業、エレスンド・ナノテク事業の展開など、ここでは、より

知識経済にシフトされた方向が打ち出されている。優先事項 3として「統合

と求心力の開発」が挙げられている。ここでは、より地域統合をはかるための

ソフト面の充実が掲げられている。これは後述するこの地域における社会的統

合を意識したメニューとなっている。

　InterregⅢＡプログラムの成果と評価に際して、2003年のエレスンド委員

会は、国境を超えた制度・機関の確立、国境を超えた経済成長、国境を超えた

アイデンティティの確立で、ほかの EUのプログラムでも目立った成果を報

告している。2004年の EUの中間評価でも、何点かの問題点を指摘しつつも、

評価項目の 50%で「おおむね高いレベルにある」としている1。



知識経済の発展にみる持続可能な「都市・地域」へのシナリオ

176

　今後のこの地域の成長戦略について、エレスンド委員会では、ロスキレ島北

部の都市ヘルシンゴー（デンマーク）と、海峡沿いに両国で向かい合う都市ヘ

ルシンボリ（スウェーデン）のスムーズな連携、また、ノルウェーの首都オス

ロとのネットワークも含めた北欧都市ネットワーク構想を策定中とのことで

ある。そして、目下のところ最大の仕事としては、北ドイツ最大都市のハン

ブルグとのネットワーク構想である、「フェルマンベルト構想」の実現であり、

すでに高速鉄道のためのトンネルの建設は決定され、2018年開設予定である。

都市間ネットワークの拡大によって、グローバル経済の都市間競争に負けない

戦略は、北欧の地で熱く展開されている2。

４-６　エレスンド・リージョンの課題

　このように経済的には順調な形成過程を経ているエレスンド・リージョン

は、2008年時点で、エレスンド橋を越えて相互移動する人数が約 2万人となり、

毎年上昇している。エレスンド委員会の統計では、2000年のエレスンド橋開

通以来 2008年までにデンマークからスウェーデンに移住した人間は 9000人

にのぼった、とされる。一方で、資本、物資、人間などの移動が頻繁になるに

つれて、両国の雇用形態、社会保障、物価の違いといった国境間地域独特の課

題も浮上してきている。

　雇用問題では、雇用形態が硬直的なスウェーデンに対して、流動性が高く賃

金が高いデンマークという構図において、スウェーデンの労働者が、デンマー

ク企業に多く流れている。この背景には、雇用制度だけでなく、社会保障制度

の違いも大きく、スウェーデンでは、社会保障費負担が企業の経営者である

のに対して、デンマークでは、政府による所得税である違いから、相対的にス

ウェーデンの経営者の方が労働者を雇用するリスクが高くなっている（表 2）。

1 エレスンド・リージョンの Interreg事業に関しては、篠田（2007）に詳しい。
2 2009年 9月 2日、オレスンド委員会政治部門・シニア・アドバイザーの Daniel 
Persson氏へのインタビューから筆者が再構成した。



千葉大学　公共研究　第７巻第１号（2011 年３月）

177

また、物価の安いスコーネ地方に住み、仕事が多く賃金が高いデンマークで働

く人間の数も増加している。

　こうした人間の移動は、単に就労構造の変化のみならず、文化的、社会的統

合の側面からも課題がでていきている。例えば、デンマークから移住してきた

住人が、第 1世代である自分の子供たちをスウェーデンで教育させることに

対して葛藤が生まれてきている。歴史的背景から文化的に共通性が多いといっ

ても、行き来が自由になることで、これまで意識することのなかった両地域に

おける文化の差異、教育システムの違いなどを、より鮮明に意識するようになっ

た、という3。

　さらに懸念されるのは、EUの InterregⅢＡの中間評価でも指摘されてい

たが、はじめは大学・研究機関という社会的なパートナーシップに端を発する

地域コミュニティが、やがて、EUの強力な資金援助をもとに、経済統合を軸

にエレスンド委員会を中心としたトップダウン的な色彩が強くなっている点で

ある。当然、こうした問題に対して、地域全体としての社会参加や意思決定の

構造をどのようにしていくか、という問題も問われてくるが、エレスンド委員

会では、それぞれの地域の政治的代表が、委員会に送り出されて協議、意思決

3 2009年 9月 3日、スウェーデンのルンド大学、ヨーロッパ文化人類学専門の
Orvar Lofgren教授からのインタビューから筆者が再構成した。

表 2　デンマークとスウェーデンの労働条件の相対的比較

デンマーク スウェーデン

最低賃金 高い

失業手当 高い

雇用保護 柔軟 厳格

労働時間 週 37時間 週 40時間

残業規制 上限規制なし
4週間 48時間
年 200時間

（出典）篠田 2007を参考に筆者作成
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定をしているので、民主的な手続きをとっている、と評価している（注２参照）。

しかし、経済統合が進み、人々が行き来することで、今まで、同じ文化を持つ

と期待されていた両地域の市民が、違う国で培ってきた文化の差異に気づかさ

れている過程で、葛藤が生まれてきている。今後、地域全体の社会的統合を、

雇用制度や社会保障制度などの調整のみならず、文化や教育といった課題をど

う拾い上げていくか、ということが、この地域全体の活力において大きな問題

となってくることは間違いないだろう。地域統合のガバナンスを経済統合の側

面だけでない見直しが迫られているのではないだろうか。

４．デンマークのクリエイティブ・クラスの地理的分布

　これまで、コペンハーゲン首都地域の動きを見てきたが、国内全体からの視

点で、知識経済がどう形成されているのか、という問題について考察を進めた

い。第 2章で前述したアンダーセンとローレンツェンは、もともとデンマー

クにおいて「クリエイティブ・クラスの地理的分布」に関する調査を行って

いる。クリエイティブ・クラスが住む地理的分布の量的調査（Andersen and 

Lorenzen 2005）とフォーカス・インタビューを含めた質的調査（Andersen 

and Lorenzen 2007）の 2つの調査報告において、「都市・地域」の生成過程

において、独自の視点を提供している。彼らの分析の枠組みを紹介しつつ、現

在、デンマークで生成しつつある知識経済の動態を探っていきたい4。

　この調査報告では、北米大陸とデンマークの文脈の違いを調整するため、フ

ロリダが提唱したクリエイティブ・クラスの概念、指標を、福祉や雇用に関す

る指数などを含め、再定義した上で、デンマークにおけるクリエイティブ・ク

4 フロリダのクリエイティブ・クラスの分類に対して、筆者は前章において、超創
造的核と創造的専門職の包括的な扱いに対して検討が必要であるとの立場を示した。
ここでは、アンダーセンらの調査報告において、ヨーロッパ的文脈に沿って調整さ
れた指数などが再定義されていること、また創造的労働者の集積に関して概括的な
傾向をつかむ意味においてフロリダの定義を全面的に批判するものでないことから、
これらの分析を論考に加えた。
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ラスが集合している都市を明らかにしている。この結果から、デンマークでは、

クリエイティブ・クラスが、必ずしも都市規模に比例して住んでいるわけでな

く、小規模な都市においても、集中して住んでいる都市があることが指摘され

ている（表 3）。さらに、質的調査の分析から、デンマークのクリエイティブ・

クラスの動態を、フロリダの理論のみにおいて全て説明することはできず、そ

れぞれの都市の条件に応じて、クラスターダイナミクス、ビジネス環境による

要素が大きいことを指摘している。また、主要都市ごとにそれぞれが対応する

経済理論を上げている。例えば、エンジニアが多く、ソフトウェア会社などが

多いソエンデルボーやオールボーは産業クラスター理論に、芸術的、創造的知

識労働者が多いスヴェンボー、エアロ島はフロリダの理論に、機能主義的な都

市計画が整備されているオーデンセは、近代都市計画理論に、コペンハーゲン、

オーフスなどの中核都市は、フロリダと都市理論の中間に対応するとしている。

断定的に取り上げているわけではないが、デンマークにおいても、その都市や

地域における歴史的文脈やガバンナンスが多様性をもって、それぞれ独自の文

表 3　デンマークの地域におけるクリエイティブ・クラスの人口

クリエイティ
ブ・クラス集住
比率ランク※

City region
（2005年当時）

都市人口ランク 所属地域（2007年以降）

１ コペンハーゲン １ 首都地域

２ オーフス ２ 中央ユラン地域

３ ソエンデルボー 14 南デンマーク地域

４ スヴェンボー 18 南デンマーク地域（フュン島）

５ オーデンセ ３ 南デンマーク地域（フュン島）

６ マースタル 33 南デンマーク地域（エアロ島）

９ バイレ ４ 南デンマーク地域

19 オールボー ５ 北デンマーク地域
※都市の人口規模に対するクリエイティブ・クラスの人口比率
（出典）Andersen and Lorenzen 2005より筆者作成
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脈で知識経済を形成していることがうかがえる。

５．フュン島における知識経済の発展

　4．で述べた分析で、都市規模とクリエイティブ・クラスの集住度において、

3位以下が人口規模とに対応関係が見られない。特に目を引くのは、南デン

マーク地域の中小都市に多く見られる点である。しかし、この地域は、1997

年から 2006年までの推計においても地域別の経済成長率で最もパフォーマン

スが低い（OECD 2009）。前述した “The Danish Regional Growth Strategy 

2003” においても、もっとも開発が後れた地域と位置づけられていて、この

地域の高速道路や IT基盤なども含めたインフラ整備、知識経済での雇用強化

などが打ち出されている。ここで、南デンマーク地域のフュン島の 2つの都市、

オーデンセとスヴェンボーの対比を通して、対照的な両者の知識経済の形成過

程を分析してみたい。

５-１　オーデンセ市の「新都市戦略」

　フュン島は、コペンハーゲンのあるシェラン島とユトランド半島に間にある

島で（図1）、第1次・2次産業中心とした経済構造をもつ。首都と第2の都市、オー

フスを結ぶ中間に位置するフュン島の主要都市であるオーデンセは、国内第 3

の都市（約 16万人）である。アンデルセン生誕の地として有名であり、音楽

家のニールセンを生むなど、デンマークの文化の中心地の一つとしても栄えた

都市である。近代化以降、国内を縦断する鉄道の中継地として交通都市として

栄えた。第 2次世界大戦後は、フュン島の農産物を加工して、鉄道で輸送す

るという工業都市として発展している。

　戦後の工業の発展に伴い、歴史市街地、学校地区、業務地区、工場地区など、

国内において機能主義的都市計画がもっとも徹底した都市として知られている。

　しかし、オイル・ショック以降の経済構造の変動に伴い、工業の衰退ととも

に、従来の既存産業からの脱却に遅れをとったため、都市の活力も失ってしま
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う。観光都市としての一定のブランドがありながらも、街中を歩くと、自動車

が行きかう大きな道路によって分断されているような典型的な工業都市として

のイメージは、住む都市として、特に創造的労働者に対してはあまり魅力的に

映らないようである5。オーデンセ市はこうした反省から、2001年、「新都市

戦略」を打ち出し、これまでの機能分離型の空間計画を改め、文化や住みやす

さを意識した空間計画の策定に入っている。「文化都市局」という部門を設け、

そのメイン・プロジェクトの一つとして、それまで主に国内最大大手の食品会

社である FAFの加工工場や食品輸送など、業務用にしか使われてこなかった

ハーバーエリアの再開発に着手している（2004年～）。

　ここでは、デザイン住宅の建設、ウォーターレクリエーションの充実、文化

行事、工場跡地を利用したアトリエ、エコロジカルスペースの創設など、創造

的労働者を意識した環境つくりをはじめた。また、これまでに大道路によって、

機能が分別されていた旧市街地、業務地区、駅エリア、学校地区、再開発港湾

地区を歩行者道路でつなぐ計画を 2012年まで完成させる予定で、都市内の往

来を活発化させることを意図している6。

５‒２　スヴェンボー市

１）創造的労働者の集積の背景

　フュン島南部の小都市スヴェンボー市（人口約 6万人）は、同島の国内第 3

の都市のオーデンセを抑えて、国内で 4番目の高い居住集住度を示している。

オーデンセからは電車で 45分、コペンハーゲンからも 2時間以内でアクセス

できる。この都市では、クリエイティブな仕事に従事する人々が多く移住して

5 2009年 8月 24日、25日、スヴェンボー市、9月 1日、2日コペンハーゲン市に
住む 13名の創造的労働者のインタビューによる。当然、限定された人数によるイメー
ジなので、根拠とはならないが、こうしたイメージを抱かれているとの認識を、オー
デンセ市文化都市局・文化担当の Jette Flinch Nylop氏はインタビューにおいて示
していた。
6 2009年 8月 26日、オーデンセ市文化都市局・文化担当の Jette Flinch Nylop氏
へのインタビューから筆者が再構成した。
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きている。

　スヴェンボー市は、もともと港のある海洋都市としての歴史があり、古くか

ら外来者に対して寛容的であったと言われる。また、南デンマーク海峡はデン

マークのエーゲ海といわれる風光明媚で気候も温暖で自然豊かな土地としても

知られていて、こうした土地柄もあったのか、1960年代コペンハーゲンでお

こった政治闘争、カウンターカルチャーのムーブメントなどの影響で、コペン

ハーゲンから多くの左派知識人やヒッピー、多くの文化人が移動してきた、と

いわれている。1990年以降、インターネットの普及や、クリエイティブな労

働の増加に伴い、スヴェンボー市には、多くのクリエイティブな仕事に従事

する人間が移住してきた。2005年以降、メディアや記者を中心とした F17や、

デザイナー中心の GE13と呼ばれるネットワークが結成され、彼らの創造的

労働における情報交流や刺激をあたえるものとして機能し始めている。市でも、

こうした流れを加速させようと、港湾地区の古い倉庫を改造したサイエンス

パークを開設した。環境、ITなどの研究施設として設立され、創造的労働者

の交流の場、また情報発信の場としても利用されている。

　もともと左派政権が強い地盤において、スヴェンボー市は、福祉政策の充実

など国内の評価も大きい。とくに、高齢者福祉の分野は有名で、手厚い高齢者

福祉の業績から、2000年に「ベスト・シティ・オブ・イヤー 2000」を受賞し

ている。障がい者福祉、児童福祉いずれも高い水準の福祉が行われていて、国

内のみならず、海外、特に日本からも福祉関係者の視察が多いほどである。加

えて、自然豊かな土地柄なども含めた「生活の質」の高さは、国内の多くの創

造的労働者を惹きつけている。とくに子供を自然豊かな落ち着いた環境の中で

育てたいという年齢層の彼らが多く移住してきている、というのも特徴的な傾

向といえるだろう7。

7 2009年 8月 24日、スヴェンボー市国際問題担当・プロジェクト・マネージャー
のMartin Fisher氏からの、スヴェンボー市についてのレクチャー、資料から筆者
が再構成した。
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２）創造的労働者を意識した都市計画

　上記のような背景から、都市計画においても、創造的労働者の誘致を意識し

た計画が現在進められている。「Tankefuld」（おもいやりにみちた）をキーワー

ドに、2016年まで 1000戸を目標に、市民や居住予定者の参加のもと、次世

代の子供たちが、自然や文化的環境の中で人間の五感をフルに刺激する経験・

体験をお金がかからなくても包摂できる空間をつくろうという計画が推進中

である。2025年までにあわせて 2500戸の建設を目標として掲げられている。

ここでは、従来のプランナーによるトップダウン的な計画作成ではなく、市民

や居住予定者たちが、徹底的に議論を重ね、プランナーはこれらの過程で得ら

れたイメージを絵にしていくという手続きを踏んでいる8。創造的労働者が集

まりつつも、スヴェンボー市の主要産業は、第 1次産業が中心であり、雇用

問題は深刻である。こうした都市計画を通して、より多くの創造的労働者が集

住することによって多くの仕事を生み出すことを視野に入れながら計画が推進

されている。

　エレスンド・リージョンで見てきたように、国内外で、グローバル競争を勝

ち抜こうとする大都市ネットワークの再編は大きな潮流であるが、スヴェン

ボー市はそうした流れとは違った独自の地域価値の発信を行おうとしている。

　2009年、スヴェンボー市は、イタリア発祥の中小都市運動である “Citta 

Slow”（スロー・シティ）国際連盟から、デンマークの都市として、はじめて「ス

ロー・シティ」として認定された。気候が温暖で風光明媚な土地柄は、多くの

農産物を生み出し、スローフードの格好の場所としての資源を有している。市

を中心として、スローフードをコンセプトに、今後のスヴェンボー市の食文化

は、ひときわ健康的、多様なメニューが展開されることであろう。

　また、文化的機会の充実も進められ、60年代移住してきたヒッピー文化を

もつ人たちによるジャズの音楽祭などもともと音楽が盛んな土地であるが、さ

8 2009年 8月 24日、スヴェンボー市文化都市計画局・都市計画プランナーの
Thomas Gaarde Madsen氏からのインタビューから筆者が再構成した。
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らに、デンマーク国内映画祭の開催場所としても近年定着するなど、多様化し

てきている。実際、映画産業に携わる人々も居住しはじめている。温暖な気候、

風光明媚な景観から国内では夏の避暑地として有名であったが、今後、海外に

向けてもこうした文化的機会とミックスして、観光でアピールしよう、という

動きも出てきている。特に視察がほとんどの日本人に向けて、観光都市として

のアピールも始めている。

　まだまだこうした動きは小さな漣のようなものかもしれない。しかし、その

都市独自の地域資源を文化的価値や社会的価値経済的価値にしながら、ボトム

アップ的なアプローチをもって、地域資源を増幅させ、経済的循環も創出して

いく姿勢は、今後の持続可能な都市・地域モデルの一つのスタイルといえるの

ではないだろうか。

9 スヴェンボー市文化都市計画局よりスライドを提供していだいた。この図におい
ては、従来型の郊外住宅の形ではなく、そこに住む住民、特に子供の五感を刺激す
る自然環境に囲まれた住空間をイメージしている。このプロジェクトは、デンマー
ク人の自然志向だけでなく、創造的労働者にターゲットを絞って、自分たちが住む
都市のあり方を、住民、居住予定者と模索している事例といえる。従来あった都市
計画における住民参加の枠組みだけでなく、市の成長戦略と組み合わせながら、ま
た未来の市民を巻き込んで創造的プロセスを踏んでいる点において、新しい都市計
画の枠組みだと考える。

図４　スヴェンボー市都市計画イメージ図9

（出典）スヴェンボー市文化・都市計画局提供によるスライド
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６．結語　まとめと今後の展望

　これまで、知識経済の発展と「都市・地域」の関係についての全体論とデン

マークの知識経済の発展を事例に、持続可能な「都市・地域」像について考察

をしてきた。冒頭でも述べたように、経済のグローバル化において、先進諸国

が国際競争に負けずに、持続可能な経済、社会を運営するためには、革新的な

アイデア、企画開発、高度な技術を必要とする知識集約型産業の創出、または、

その国内（地域）独自の付加価値を伴った産業の創出といった 2つの方向性

が求められているだろう。EUの「リスボン戦略」は、そうした方向性を志向し、

知識経済への移行によって雇用を創出し、失業をなくすことで社会的統合を図

ろうという戦略であった、しかし、デンマークでの積極的労働市場政策の例で

もあったように、雇用の創出において一定の成功をしたといわれるデンマーク

においても、雇用の創出だけでは社会的統合には限界がある（嶋内 2008）、と

いえる。また、ヨーロッパの社会政策研究者の間でも、「リスボン戦略」が、

第 2次世界大戦以後の主流であった、経済成長をまず優先した欧州の社会政

策モデルの産物であり、トリクルダウン型を踏襲している、との批判が出てい

る。「リスボン戦略」が、その雇用戦略のなかで特別な社会的領域への配慮が

ないこと、社会政策独自の正当性に欠けていること、効率性を向上させようと

いう経済モデルの限界、平等や連帯を基本的原理とせずに競合する課題として

考えられている、などとして批判している（Herman2006）。

　社会政策の側面のみならず、知識経済を担う知識労働者重要な知識やアイデ

ア、「創造性」の涵養といった側面からも、社会領域の充実は大きな課題とい

える。「創造性」は、個別の知的生産者だけの能力によって革新されるもので

はなく、外部的な関係性が、その源泉として極めて重要になる。生産の場のみ

ならず、生産者の生活全体における活動や外部関係とも大きく関係してくるこ

とから、工業社会においては、市場領域において自立していた生産活動が、知

識経済をむかえた社会においては、社会領域との関係性がむしろ大きく問わな
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ければいけないだろう。

　こうした認識に立てば、スヴェンボー市で見られたような、創造的労働者の

ネットワークが独自の文化的価値の発信、創造性の源泉となりながら、雇用を

生み出し、市民「創造」型の都市計画の推進など、ボトムアップ的なアプロー

チによって社会的ネットワークが強化されている事例は示唆に富むものといえ

る。このことで市民の「創造性」を涵養させる基盤が形成され、それがますま

す都市の魅力を高め、経済的循環も伴った持続可能な社会の基盤となっていく

と考えられる。

　「エレスンド・リージョン」で見られたような大都市における地域統合は、

経済・社会領域ともつながりをもちながら、多様なアクターにおけるガバナン

スの形成は評価できるが、経済統合中心のトリクルダウン型を強化している点

は、「リスボン戦略」への批判とも重なり、違う文化をもつ地域統合を目指す

際、課題が残るといえる。今後、個々の都市、地域がその固有の条件、資源な

どに対応しながら、公共政策を担う「公共領域」、知識経済を発展させていく

「市場領域」、知識労働に必要な「創造性」を涵養していく生活やコミュニティ

を形成していく「社会領域」が、グローバルな動向に対応しながら、どう関係

性をもちながらガバナンスされていくか、が大きな焦点となってくるであろ

う。経済成長に社会開発が置いていかれず、むしろ、市民参加や社会領域の協

同に重点が置かれるガバナンスが持続可能性を担保するうえで必要となってく

るのではなかろうか。その点、デンマークの知識経済の展開は、全般的に見れ

ば、EU、国、地域、基礎自治体の垂直的な関係性だけでなく、大学、研究機関、

企業、社会的ネットワークなどの水平的関係性が柔軟かつ大胆に組み込まれな

がら、そのダイナミズムが生みだされている点は多くの示唆を見出すことがで

きるであろう。

　知識経済への移行に伴う「都市・地域」の変貌において、明らかに 20世紀

型の都市政策や都市計画のパラダイムから変貌した様相を明確にしつつある。

ますます激化するグローバル経済の競争下で発展過程にある途上国の都市・地
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域に人口が集中することで脆弱となるであろう社会経済や都市環境の持続可能

性はもとより、発展途上国と先進諸国それぞれに違った社会的インパクトを及

ぼすであろう都市間・地域間競争の問題、フロリダ議論批判にも内在されてい

たポスト・ファイナンシャル・シティへの変化、ますます増加するであろう非

正規労働、サービス労働、知識労働等の「不安定さ」からくる新しい社会的リ

スクの発生と社会的排除の問題など、都市における課題は変化を遂げている。

　こうした新たな問題の枠組みを念頭におきながら、とくに先進諸国の「都市・

地域」においては、経済と社会の相互作用に配慮しながら、知識経済のダイナ

ミズムを生み出していくことは、持続可能な「都市・地域」への主要なシナリ

オの一つとなってくるに違いない。
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